
Ⅰ．はじめに

　林業事業体を取り巻く厳しい経済状況のもと１９９０年代以降，若

年労働力の確保と月給制採用を象徴的目標とした雇用近代化に係

わる各種施策が講じられる一方で，いわゆる一人親方的な労働者

の存在は依然として大きい。また，林業事業体が直用作業班を縮

小かつ外部放出し，雇用管理を後退させることで，一人親方的な

労働者が新たに生み出される動きも見られ，地域の林業労働力需

給に大きな影響を及ぼしていると見られる。しかし，彼らの存在

形態や作業形態は明らかでない部分が多く，雇用改善や労働安全

衛生の観点から大きな問題をはらんでいる。

　一人親方は労働者災害補償保険法第３３条第３項において，表－

１に掲げる事業を「労働者を使用しないで行うことを常態とする

者」と定義されている。被雇用者かつ事業主でない一人親方には，

一般の労災保険制度ではなく労災保険特別加入制度が適用される。

同制度において，一人親方は第２種特別加入者であり，保険加入

手続きや保険料の納付などの保険事務を行う一人親方の団体すな

わち事務組合が必要となり，この団体が事業主とみなされる。年

間保険料は，給付基礎日額×３６５日×保険料率より算出される。

　保険料率は業種により異なる。林業は１０００分の５１で，他の業種

と比較して高率だが，雇用林業の保険料率（５９／１０００）よりは若

干低い。

　１９７６年に一人親方へ労災保険特別加入制度が適用され，林業労

働行政も特別加入の促進をはかる姿勢を示した。しかし，実際に

は，通年で加入する同制度は通年で就業しない林業の一人親方に

とっては加入しにくいものであり，１９８５年時点では大部分が未組

織のままであった（鈴木，１９８５）。

　しかし，福岡県ではここ１０数年間に事務組合が相次いで設立さ

れる動きがある。福岡県林業労働力確保支援センター調べによる

と，２００３年度には同県内の森林組合作業員のうち直用作業員３２６

人，一人親方（請負作業員のうち一人親方事務組合加入者）２７９

人，その他の請負作業員３３２人となっており，一人親方が３割を

占め，県全体で一人親方は大きな存在になっている。そこで本研

究では，１９８０年代末以降に設立された福岡県内の一人親方事務組

合５組合に対するアンケート調査を実施し，それを基に補足的な

聞き取り調査を行い，一人親方やその組織体の現状を分析し，こ

れらの抱える課題を明らかにする。

Ⅱ．調査の概要

　調査は２００５年５月～１０月にかけて，郵送によりアンケート調査

を実施し，それを基に補足的な聞き取り調査を行った。対象は福

岡県内の一人親方事務組合５組合である。福岡県の一人親方事務

組合は森林組合に事務局を置いているか，森林組合が窓口となり

商工会に事務委託を行っている。事務組合の範囲は，１組合を除

いて，森林組合の範囲と同一であり，朝倉東部林産事業組合のみ
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表－１．一人親方の事業

一　自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業

二　土木、建築その他の工作物建設、改造、保存、修理、変更、破壊若

しくは解体又はその準備の事業

三　漁船による水産動植物の採捕の事業

四　林業の事業

五　医薬品の配置販売の事業

六　再生利用の目的となる廃棄物等の収集、運搬、選別、解体等の事業

注：「労働者災害補償保険法施行規則」第４６号１７



が朝倉東部森林組合と嘉飯山森林組合の２組合を範囲としている。

　アンケート調査では，①事務組合結成の経緯について，②事業

実行体制，事業内容など，③加入メンバーについて，④業務と費

用，⑤メンバーの負担，⑥課題と政策的援助，について設問した。

Ⅲ．調査結果

１．事務組合について

　事務組合は，１９８８～２００２年にかけて設立されている。調査時の

組合員数は各組合２３～１１６人で，福岡県全体で２８０人が加入してい

る。設立の背景には，「森林組合作業員を直営から下請けへと変

更した」，「労災保険の加入促進を目的とした」，「他地域の事務組

合へ加入していたが人数が増えたことで独立した」などである。

事務組合の設立にあたって４組合が「森林組合の自主判断によ

る」，八女林業組合のみが「県，労働基準監督署の指導」と回答

した（表－２）。

　次に，事務組合の運営状況をみると，５組合中４組合が事務局

を森林組合に，朝倉東部林産事業組合のみ商工会に事務局を置い

ている。代表者は，事務組合員，森林組合長，森林組合参事など

である。組合費は，５～７千円／年・人である。事務組合では，①

労災保険料の徴収・納入，②安全講習会を全組合で実施しており，

福岡市森林事業組合では振動病特殊検診の取り扱いも行っている

（表－３）。

　以上のことから，事務組合の設立背景には，雇用近代化・改善

の観点からみると，森林組合作業員の直用から下請けへの変更と

いうマイナス面，一人親方の労災保険への加入促進というプラス

面の両面が見られ，各組合によって評価は異なる。また，事務組

合の運営においては，一人親方の窓口となる森林組合職員の協力

によるところが大きい。

２．事務組合員について

　まず，一人親方事務組合員数の推移をみると，福岡県全体では，

事務組合の新規設立もあって，１９９５年より増加傾向にある。しか

し，事務組合別にみると，設立時から組合員数が徐々に減少して

いる組合もある（表－４）。

　森林組合の作業員（請負作業員も含む）の内訳をみると，一人

親方を含む請負作業員の割合は福岡市森林組合７７．２％，甘木市森

林組合５５．０％，浮羽森林組合７７．９％，朝倉東部森林組合４１．８％，

嘉飯山森林組合９４．６％，八女森林組合７０．７％，と高い。また，嘉

飯山森林組合を除く５組合の請負作業員の７０～１００％は一人親方

事務組合に加入しており，森林組合が一人親方に大きく依存して

いることがうかがえる（表－５）。

　事務組合員の年齢構成をみると，福岡県内５組合全体で，２９歳

以下３．６％，３０～３９歳７．１％，４０～４９歳１３．６％，５０～５９歳２５．４％，

６０～６５歳１３．６％，６６～７０歳１７．１％，７０歳以上１９．６％である。一方，
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表－２．事務組合の設立経緯

設立に当たり参考にした事例外部からの働きかけの有無設立の背景
組合員数
（人）

設立年月
事務組合名

（事務局所在地）

日田市森林組合等の大分県
の林業事業体

森林組合の自主判断
①森林組合作業班員の直営から下請け班への変更、
②やりがいのある職場づくり

６５１９８８年３月
朝倉東部林産事業組合

（商工会）

朝倉東部林産事業組合森林組合の自主判断
以前より労災保険加入を促進していたが、請負事
業が多いためグループの代表者が労災保険に加入
できず、事業に支障をきたしていた。

４３１９９０年２月
福岡市森林事業組合
（福岡市森林組合）

朝倉東部林産事業組合森林組合の自主判断森林組合作業班員の直営から下請け班への変更２３１９９２年３月
甘木林産事業組合
（甘木市森林組合）

結成が決まった時点で、福
岡労働局の指導を仰いだ

森林組合の自主判断
他地域の事業組合に加入していたが、事務組合結
成可能な人数まで作業班員数が増え、他地域の組
合が距離的に遠いために単独で設立。

３３１９９５年４月
浮羽林産事業組合
（浮羽森林組合）

朝倉東部林産事業組合
県、労働基準監督署
の指導

労災防止と発生時の対応１１６２００２年４月
八女林業組合

（八女森林組合）

資料：アンケート調査結果（２００５）

表－３．事務組合の運営状況

活動内容
組合費

（／年・人）
代表者事務局事務組合

労災掛け金の徴収・納入
安全講習会（年３回）

５，３４１円林産担当者商工会朝倉東部

労災掛け金の徴収・納入
安全講習会（年１２回）
振動病特殊検診

５，０００円森林組合参事森林組合福岡

労災掛け金の徴収・納入
安全講習会（年１回）

７，０００円森林組合長森林組合甘木

労災掛け金の徴収・納入
安全講習会（年３回）

７，０００円
事業組合員か
ら選考

森林組合浮羽

労災掛け金の徴収・納入
安全講習会（年２回）

５，０００円森林組合長森林組合八女

資料：アンケート調査結果（２００５）

表－５．森林組合作業員の内訳

請負作業員組合直用

森林組合事務組合 うち一
人親方

計
作業
班員

現業
職員

５２６１１８１０８福岡市福岡市森林事業組合

１９２２１８９９甘木市甘木林産事業組合

３７５３１５１５浮羽浮羽林産事業組合

３９４１５７５７朝倉東部
朝倉東部林産事業組合

１６７０４４嘉飯山

１１６１１６４８３８１０八女八女林業組合

２７９３６３１６０１１４４６合計

資料：福岡県林業労働力確保支援センター調べ（２００３）より作成

表－４．事務組合員の推移 単位：人

２００５２００４２００３２００２２０００１９９５結成時事務組合（結成年）

６５６５４２４０３８６２５２朝倉東部（１９８８年）

４３５２４８５０４８４３３９福岡（１９９０年）

２３２４２６２７３８４１３６甘木（１９９２年）

３３３３３７３８４５－５２浮羽（１９９５年）

１１６１１６１１６１１１－－９３八女（２００２年）

２８０２９０２６９２６６１７６１４６計

資料：アンケート調査結果（２００５）



同一地域の森林組合直用作業員の年齢構成は，２９歳以下１４．８％，

３０～３９歳７．４％，４０～４９歳１７．３％，５０～５９歳２４．７％，６０歳以上

３５．８％である。これより，事務組合員は直用作業員より高齢化し

ていることがわかる（図－１）。

　事務組合員の就業状況をみると，事務組合員のうち，５６．１％が

「農業が主・林業が従」，３９．６％が「林業が主・農業が従」，４．３％

が「その他が主・林業が従」と回答しており，農林業を主業とす

る者が多い。一人親方としての就業については，「造林・保育の

請負」が３１．１％，「伐出作業の請負」が２９．６％と高く，請負元は

森林組合が主である（８８．９％）。就業に際しての，労災保険料年

額は９～１５万円である。

　事務組合員について小括すると，まず森林組合直用作業員と一

人親方の年齢構成から，森林組合が将来の担い手となりうる若年

層を直用班に残し，高齢な作業員を請負班に移行させた可能性が

あるが，必ずしも，直用化を望まない自営農林業に従事する若年

一人親方も存在し，一概には言えない。一方で，森林組合作業員

のうち一人親方の割合は高く，一人親方への依存の強さもみられ

る。２つ目に，雇用近代化・改善の観点から，事務組合員増加の

背景にも，森林組合作業員の直用から下請けへの変更というマイ

ナス面，一人親方の労災保険への加入が促進されたというプラス

面の両面があると考えられる。

３．制度面について

　まず，一人親方事務組合への市町村からの助成についてみると，

八女林業組合で労災保険料の１５％以内，同じく甘木林産事業組合

で１／２以内，事務組合運営費については浮羽林産事業組合でそ

の１割が助成されている。事務組合運営費については，事務組合

から森林組合へ支払われる手数料のみでは賄いきれず，森林組合

が一部負担しているのが実態とみられる。また，浮羽林産事業組

合と八女林業組合においては労災保険料の２～３割を負担してい

る。事務組合への助成は，助成内容や補助率が自治体や組合によ

り異なり，事務組合によって差が大きい。

　特別加入制度の問題点については，「メンバーからの会費保険

料の集金が困難である（３組合）」，「事務量が多く森林組合の持

ち出しや負担が大きい（１組合）」，「労災保険料が高額で一人親

方の負担が大きい」，「労災保険料を期間限定で掛けられるとい

い」等の回答があった。

　労災保険には，通年で加入しなければならず，年間を通して就

労するわけではない一人親方にとっては，保険料の負担感が大き

い。作業する期間のみ加入できれば，保険料が少なくて済み，負

担は軽減するが，一人親方の場合は稼働日の把握が困難なため，

例えば給付基礎日額を１万円と高く設定したまま稼働率によって

保険料算定基礎額が軽減されることはなく，給付基礎日額をより

低く設定することで対応する他ない。表－６は，給付基礎日額に

対する年間保険料と，実際の年間作業日数別に算出した１日当た

りの保険料を示している。例えば，基礎日額１万円で，年間作業

日数９０日の場合，１日当たりの負担額は２，０６８円という計算になる。

そこで，基礎日額を６，０００円と低く設定すると，１日あたり１，２４１

円まで抑えられる。しかし，基礎日額をあまりにも低く設定すれ

ば，労災保険の給付を受ける際に給付額が低くなり問題が生じる。

そのため，実際には基礎日額を５，０００～８，０００円と設定することで

対応している。

　最後に，行政に望むことを自由記述で回答してもらったところ，

「保険料等への補助制度が欲しい」，「労災保険料を期間限定で掛

けられるようになるといい」，「作業技術資格の取得に対する助成

が欲しい」との意見があった。

Ⅳ．総括

　今回の調査より，林業における一人親方は，不安定な就業構造

にある農林家世帯員であることが多く，また，一人親方化は森林

組合の雇用管理の後退という側面も持ち合わせており，雇用近代

化・改善の未達成といえよう。しかし，事務組合設立背景や事務

組合員の増加の背景は，それぞれの事例により異なるため一概に

評価できず，今後個別にみていく必要がある。

　一方で，一人親方という就業形態は兼業農林家にとって余剰労

働（季節労働）による兼業収入獲得の機会となり，家計の補填に

繋がっていることが推測される。また，地域にとっても，一人親

方は居住地域の役員などを担う農山村地域社会の主要構成員でも

ある。

　今後の研究課題としては，事務組合員について，事務組合設立

前と現在の森林組合との雇用関係を把握し，一人親方という就業

形態に至る経緯を明らかにしなければならない。

　そのため今後は，一人親方個人に対する調査を行い，その動向

をより明らかにする必要がある。
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図－１．事務組合員の年齢構成（５組合合計，総数２８０人）

表－６．年間保険料と一日あたりの負担額

年間作業日数別
１日当たり負担保険料

年間保険料
（＝B×保険料率
５１／１０００）

保険料算定
基礎額

B＝A×３６５日

給付基礎
日額（円）
A ９０日１５０日２５０日

２，０６８１，２４１７４５１８６，１５０３，６５０，０００１０，０００

１，６５５９９３５９６１４８，９２０２，９２０，０００８，０００

１，２４１７４５４４７１１１，６９０２，１９０，０００６，０００

注：厚生労働省「特別加入制度のしおり」（２００４年度）」より作成

資料：アンケート調査結果（２００５）


